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耐震ブレースを併用した変形増幅機構を有する制振構造の部分配置における検討 

その 2 粘性制振壁を部分配置した場合の検討 
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1. はじめに 

本報その 1 では, 粘性制振壁の粘性抵抗力を一様分布

とした場合においても, Ai 分布とした場合と同等の性能

を得られることを確認した。本報その 2 では, 全層の粘

性抵抗力の和が等しくなるように粘性制振壁を部分配置

した場合を検討し, 全層配置した場合との比較により , 

粘性制振壁の配置箇所による応答性状の変化を考察する。 

2. 検討モデルの設定と解析条件 

本報では, 変形増幅機構と耐震ブレースを全層に配置

した 35 層の超高層建物を対象として, 粘性制振壁を下

層 40%に配置した場合, 下層 60%に配置した場合, 上層

40%に配置した場合 , 上層 60%に配置した場合 , 全層

（100%）に配置した場合の 5 パターンを比較・検討す

る。各配置パターンは LD40, LD60, HD40, HD60, D100 と

制振壁の設置層によってそれぞれ呼び分ける。 

粘性制振壁および耐震ブレースの設置箇所はその 1 と

同一とし, 図 1 に粘性制振壁の配置図を示す。粘性制振

壁は, 配置パターンによらず Vd = 0.15 m/s 時の全層の粘

性制振壁の粘性抵抗力の和が等しくなるように設定する。

図 2 に各配置パターンにおける, 各層の粘性制振壁の粘

性抵抗力を比較して示す。 

3. 時刻歴応答解析結果に基づく応答評価 

3.1 応答性状に関する検討 

解析に用いる入力地震動は, その 1 と同一とする。図

3 に各配置パターンにおける入力エネルギー E に対する

粘性制振壁のエネルギー吸収量 dWp の割合（エネルギ

ー吸収率） dWp /E が極大値を示したダンパー量において, 

各層の粘性制振壁のエネルギー吸収率 dWpi /E, 主架構の

エネルギー吸収率 fWpi /E, 最大層間変形角 Rmax, 最大応

答加速度 Amax の高さ方向分布の比較を示し, 制振壁の設

置パターンの差異による各層の応答性状の変化を考察す

る。図中には従来架構非制振時の応答値を実線で示して

いる。図 3 (a)の各層の制振壁のエネルギー吸収率に着目

すると, 制振壁設置層の減少に伴い 1 層ごとのエネルギ

ー吸収率が増大する傾向を示している。これは,制振壁

設置層が減少したことにより, 架構の変形が生じやすく

なったためであると考えられる。図 3 (b)の主架構のエネ

ルギー吸収率に着目すると, LD60 および D100 では主架

構のエネルギー吸収が生じていない。一方 , LD40 と
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図 3 各パターンにおける応答性状の高さ方向比較

LD40    LD60    D100 
HD40    HD60 

従来架構
非制振時 

(a)制振壁の  (b)主架構の (c)最大層間  (d)最大応答 
    吸収率    吸収率    変形角     加速度

日本建築学会大会学術講演梗概集	 

（関東）	 2015 年	 9	 月	 

 

 

―351―

21176

Architectural Institute of Japan 

NII-Electronic Library Service 



 

*1 東京理科大学     *2 ㈱日建設計 
*3 東京工業大学     *4オイレス工業㈱ 

*1 Tokyo Univ. of Science   *2 NIKKEN SEKKEI 
*3 Tokyo Inst. of Technology  *4 Oiles Corporation 

 

HD60 では近い値を示しているが, LD40 では切り替わり

層で増大する傾向が見られた。図 3(c)の最大層間変形角

に着目すると, 制振壁を部分配置した場合, 制振壁を設

置した層では D100 と同等の応答値を示し, それ以外の

層では応答値が増大し, 従来架構非制振時の応答値に近

い値を示した。図 3(d)の最大応答加速度に着目すると, 

制振壁を下層に配置した場合と比べて上層に配置した場

合の応答値が大きく, 制振壁設置層の減少に伴い応答値

が増大傾向を示した。 

表 1 に示した全層の粘性制振壁のエネルギー吸収率

dWp /E に着目すると, LD60 は D100 に近い値を示し, LD40

と HD60 は僅かに減少し一致している。表 2 に示した主

架構のエネルギー吸収率 fWp /E について見ても, LD60 は

D100 に近い値を示し, LD40 と HD60 は僅かに増大し一

致している。 

以上より, 提案架構において粘性制振壁を部分配置す

る場合, 上層よりも下層に配置した方が制振壁のエネル

ギー吸収率と応答低減効果が高くなることを確認した。 

3.2 主架構の損傷に関する検討 

本節では, 主架構の損傷状態を確認する。表 1 より, 

制振壁のエネルギー吸収率の大きい LD40, LD60, HD60, 

D100 の 4 パターンを対象として検討する。図 4 に各モ

デルにおける梁の累積塑性変形倍率 G の架構内分布

を示す。図中のプロットは, 文献 4 で提案されている安

全限界値を参照し,  G= 13.5 をクライテリアとして定

めて区分した。表 1 より, 制振壁のエネルギー吸収量が

近い値を示している図 4 (a) の LD40 および図 4 (c)の

HD60 の場合に着目すると, LD40 では粘性制振壁設置通

りの外側フレームに損傷が集中しているのに対して , 

HD60 では下層部で広く損傷が生じている。図 4 (b)の

LD60 および図 4 (d)の D100 の場合, G= 1.0 を超える損

傷は確認されず, 全層を無損傷に留めている。 

以上より, 提案架構において粘性制振壁を部分配置し

た場合, 切り替わり層や外側フレームに損傷が生じるが, 

粘性制振壁を下層 60%に配置した場合, エネルギー吸収

量が大きくなるため損傷が小さくなり, 全層に配置した

場合と同等の損傷抑制効果が得られることを確認した。 

5. まとめ 

本報その 2 では, 耐震ブレースを併用した変形増幅機

構を有する制振構造において粘性制振壁を部分配置した

場合の検討を行った。得られた知見を以下に示す。 

(1) 提案架構において粘性制振壁を部分配置する場合, 

上層よりも下層に配置した方が高い性能を発揮す

ることを確認した。 

(2) 粘性制振壁を下層 60%に配置した場合には, 全層に

配置した場合に近い制振壁のエネルギー吸収率と

損傷抑制効果が得られることを確認した。 
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f Wp /E

D100 0.28%
LD40 5.54%
LD60 0.83%
HD40 17.24%
HD60 5.39%

d Wp /E

D100 71.92%
LD40 56.12%
LD60 67.28%
HD40 38.84%
HD60 58.38%

表 1 粘性制振壁の 
エネルギー吸収率 

表 2 主架構の 
エネルギー吸収率

(b) LD60

YA 通り YB 通り

(a) LD40 

YA 通り YB 通り 
(d) D100

YA 通り YB 通り

(c) HD60

YA 通り YB 通り

図 4 梁の累積塑性変形倍率 Gの架構内分布
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